
2021 年 6 月 4 日

第 157 回定時株主総会招集ご通知に際しての

法令及び定款に基づくインターネット開示事項

・連結計算書類の連結株主資本等変動計算書

・連結計算書類の連結注記表

・計算書類の株主資本等変動計算書

・計算書類の個別注記表

名古屋鉄道株式会社

本内容は、法令及び当社定款第 16条の規定に

基づき、インターネット上の当社ウェブサイト

（https://www.meitetsu.co.jp/soukai/）に掲

載することにより、株主の皆様に提供したもの

とみなされるものです。
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連結株主資本等変動計算書

２０２０年４月１日から２０２１年３月３１日まで
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繰延ヘッジ
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差 額 金

為 替 換 算
調 整 勘 定

利益剰余金

そ の 他 の
包 括 利 益
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退職給付に
係 る 調 整
累 計 額
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資 本 金 資本剰余金
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有 価 証 券
評価差額金
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連 結 注 記 表 
 

 

（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項等） 

１ 連結の範囲に関する事項 

（１）連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称 

連結子会社の数 109 社 

主要な連結子会社の名称 

名鉄不動産㈱、名鉄運輸㈱、太平洋フェリー㈱、名鉄協商㈱、岐阜乗合自動車㈱、 

名鉄観光サービス㈱、豊橋鉄道㈱、中日本航空㈱、名鉄バス㈱、名鉄観光バス㈱、 

名鉄タクシーホールディングス㈱、㈱名鉄百貨店、㈱名鉄マネジメントサービス、 

㈱名鉄プロパティ、名鉄 EI エンジニア㈱、名鉄自動車整備㈱、㈱メイテツコム、 

㈱名鉄アオト、名鉄産業㈱ 

連結の範囲の変更 

当連結会計年度において、株式の追加取得により㈱ホテルグランコート名古屋を連結の範囲に含め

ております。 

一方、2020 年４月１日に信州名鉄運輸㈱は㈱めいてつ企画を消滅会社として、2020 年 10 月１日に

東濃鉄道㈱は東鉄観光㈱を消滅会社として、それぞれ合併をしております。また、連結子会社であり

ました㈱金沢名鉄丸越百貨店、㈱金沢スカイホテルは株式の譲渡により子会社ではなくなったため、

連結の範囲から除外しております。このほか、㈱豊鉄ターミナルホテルは清算結了により消滅してお

ります。 

（２）主要な非連結子会社の名称等 

主要な非連結子会社の名称 

㈱名鉄情報システム、㈱福利厚生倶楽部中部 

連結の範囲から除いた理由 

非連結子会社は、いずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）

及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないため、

連結の範囲から除外しております。 

 

２ 持分法の適用に関する事項 

（１）持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の数及び主要な会社等の名称 

持分法を適用した非連結子会社の数   ０社 

持分法を適用した関連会社の数     14社 

主要な会社の名称 矢作建設工業㈱、宮城交通㈱、㈱電通名鉄コミュニケーションズ 

持分法の適用範囲の変更 

当連結会計年度において、持分法適用関連会社でありました武蔵開発㈱は株式の譲渡により持分法

の適用範囲から除外しております。 

（２）持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社の名称等 

主要な会社の名称 

㈱名鉄情報システム、㈱福利厚生倶楽部中部 

持分法を適用していない理由 

持分法の適用から除外した非連結子会社及び関連会社は、それぞれ当期純損益（持分に見合う額）

及び利益剰余金（持分に見合う額）等が連結計算書類に及ぼす影響がいずれも軽微であり、かつ全体

としても重要性がないため、持分法の適用から除外しております。 
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３ 連結子会社の事業年度等に関する事項 

決算日が連結決算日（３月31日）と異なる連結子会社は12月末日決算会社（３社）であり、各社の決算日

に基づく計算書類を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行って

おります。 

なお、当連結会計年度から、12 月末日決算会社３社は決算日を３月末日に変更しております。 

 

４ 会計方針に関する事項 

（１）資産の評価基準及び評価方法 

分 譲 土 地 建 物 個別法に基づく原価法 

（収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定） 

商品及び製品、仕掛品、原材料及び貯蔵品 

主として総平均法に基づく原価法 

（収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定） 

有 価 証 券 満期保有目的の債券 償却原価法 

その他有価証券 

時価のあるもの 期末決算日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原

価は主として移動平均法により算定） 

時価のないもの 主として移動平均法に基づく原価法 

デ  リ  バ  テ  ィ  ブ 時価法 

（２）固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除く） 

当社では、鉄軌道事業の車両については定率法、その他については定額法によっております。ただし、

鉄軌道事業の構築物のうち取替資産については取替法によっております。また、連結子会社では、主と

して定額法によっております。 

② 無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法によっております。なお、自社利用のソフトウェアについては社内における利用可能期間によ

っております。 

③ リース資産 

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっております。 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

なお、リース取引開始日が2008年３月31日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

（３）工事負担金等の会計処理 

当社及び一部の連結子会社は、鉄軌道事業における高架化工事やバリアフリー化工事等を行うにあた

り、地方公共団体等より工事費の一部として工事負担金等を受けており、これらの工事負担金等は、工

事完成時に当該工事負担金等相当額を取得した固定資産の取得原価から直接減額して計上しております。 

なお、連結損益計算書においては、工事負担金等受入額を特別利益に計上するとともに、固定資産の

取得原価から直接減額した額を工事負担金等圧縮額として特別損失に計上しております。 

（４）繰延資産の処理方法 

    当社の社債発行費は支出時に全額費用として処理しております。 
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（５）引当金の計上基準 

① 貸倒引当金は、債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

② 賞与引当金は、従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額基準により計上してお

ります。 

③ 商品券等引換引当金は、一部の連結子会社においては、負債計上を中止した商品券等が回収された場

合に発生する損失に備えるため、過去の実績に基づく将来の回収見込額を計上しております。 

④ 役員退職慰労引当金は、一部の連結子会社においては、役員に対して支給する退職慰労金の支出に充

てるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。 

⑤ 整理損失引当金は、今後発生する整理損失に備えるため、損失負担見込相当額を計上しております。 

（６）外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理して

おります。なお、在外子会社等の資産及び負債は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及

び費用は、決算日の直物為替相場による円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘

定及び非支配株主持分に含めております。 

（７）収益及び費用の計上基準 

 ファイナンス・リース取引に係る収益の計上基準は、リース料受取時に売上高と売上原価を計上する

方法によっております。 

（８）のれんの償却方法及び償却期間 

     主として10年間で均等償却をしております。 

（９）その他連結計算書類作成のための重要な事項 

① ヘッジ会計の方法 

主として繰延ヘッジ処理を採用しております。また、振当処理の要件を満たす通貨スワップについて

は振当処理を、特例処理の要件を満たす金利スワップについては特例処理を、それぞれ採用しておりま

す。 

② 退職給付に係る会計処理の方法 

退職給付に係る負債は、従業員の退職時に支給する退職給付に充てるため、当連結会計年度末におけ

る見込額に基づき、退職給付債務から年金資産の額を控除した額を計上しております。なお、退職給付

債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法については、給

付算定式基準によっております。 

過去勤務費用については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による

主として定額法により費用処理しております。 

数理計算上の差異については、各期の発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（１年～

10年）による主として定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌期より（一部の連結子会社は発生

した期より）費用処理しております。 

未認識数理計算上の差異、未認識過去勤務費用については、税効果を調整の上、純資産の部における

その他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。 

③ 消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 
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（会計上の見積りの開示に関する注記） 

会計上の見積りにより当連結会計年度に係る連結計算書類にその額を計上した項目であって、翌連結会計年 

度に係る連結計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、当社が計上した次の内容です。 

（１）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額 

   繰延税金資産                              16,772 百万円 

    うち、当社が計上した金額 

繰延税金資産小計                          31,237 百万円 

評価性引当額                          △17,248 百万円 

繰延税金負債との相殺                      △ 8,365 百万円 

繰延税金資産合計                          5,623 百万円 

（２）会計上の見積りの内容について連結計算書類利用者の理解に資するその他の情報 

繰延税金資産の認識は、将来の事業計画に基づく課税所得の発生時期及び金額によって見積っており

ます。当該見積りは、将来の不確実な経済条件の変動などによって影響を受ける可能性があり、実際に

発生した課税所得の時期及び金額が見積りと異なった場合、翌連結会計年度の連結計算書類において、

繰延税金資産の金額に重要な影響を与える可能性があります。 

 

（連結貸借対照表に関する注記） 

１ 担保に供している資産及び担保付債務 

（１）担保資産 

建物及び構築物ほか 6,930百万円 

（２）担保付債務（１年以内返済額を含む） 

長期借入金ほか 2,721百万円 

２ 有形固定資産の減価償却累計額 744,341百万円 

３ 保証債務 

他の会社の金融機関等からの借入債務などに対し、保証を行っております。 

上飯田連絡線㈱ 562百万円 

中部国際空港連絡鉄道㈱ 111百万円 

４ 鉄軌道事業固定資産の取得原価から直接減額された工事負担金等累計額 181,520百万円 

５ 土地の再評価 

当社、連結子会社 7 社及び持分法適用関連会社１社において、「土地の再評価に関する法律」（1998 年３

月 31 日公布法律第 34 号）及び「土地の再評価に関する法律の一部を改正する法律」（2001 年３月 31 日公

布法律第 19 号）に基づき事業用土地の再評価を行っております。 

当社及び連結子会社の評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負

債」として負債の部に計上し、これを控除した後、親会社の持分相当額を「土地再評価差額金」として純資

産の部に計上しております。また、持分法適用関連会社の評価差額の当社持分相当額については、当該差額

に係る税金相当額を控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。 

（１）再評価の方法 

主として、土地の再評価に関する法律施行令（1998 年３月 31 日公布政令第 119 号）第２条第３号に

定める固定資産税評価額に合理的な調整を行う算出方法を原則とし、一部の土地については同条第４号

に定める算出方法によっております。 

（２）再評価を行った年月日 

当社、名鉄運輸㈱ほか連結子会社３社 2002 年３月 31 日 

㈱名鉄百貨店ほか連結子会社２社   2000 年３月 31 日～2002 年２月 28 日 

（３）同法律第 10 条に定める再評価を行った事業用土地の当連結会計年度末における時価の合計額と当該事業

用土地の再評価後の帳簿価額との差額 8,997 百万円 

（注１）当社、名鉄不動産㈱、名鉄協商㈱については、当連結会計年度末において、再評価を行った土地の時価

が再評価後の帳簿価額を上回っているため、差額を記載しておりません。 
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（連結損益計算書に関する注記） 

期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下げ後の金額であり、次のたな卸資産評価損が運輸業等営業費及

び売上原価に含まれております。 80百万円 

 

（連結株主資本等変動計算書に関する注記） 

１ 当連結会計年度末における発行済株式の総数  

  普通株式  196,700,692 株  

２ 剰余金の配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

2020 年６月 25 日開催の第 156 回定時株主総会決議による配当に関する事項 

     ・配当金の総額     4,917 百万円 

     ・１株当たり配当金額  25.0 円 

     ・基準日        2020 年３月 31 日 

     ・効力発生日      2020 年６月 26 日 

（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

該当事項はありません。 

 

（金融商品に関する注記） 

１ 金融商品の状況に関する事項 

当社グループは、資金運用について、一時的な余資は短期的な預金等に限定し、資金調達については、主

に社債発行及び銀行等金融機関からの借入により資金を調達しております。 

受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿ってリスク低減を図っております。投

資有価証券は主として業務上の関係を有する企業の株式などであり、市場価格の変動リスクに晒されており

ます。当社グループでは、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握するとともに、取引先

企業との関係を勘案し保有状況の見直しを継続的に行っております。 

借入金の使途は運転資金及び設備投資資金であり、一部の長期借入金の金利変動リスクに対して金利スワ

ップ取引等を実施して支払利息の固定化を実施しております。なお、デリバティブ取引は、借入金に係る金

利変動リスク、外貨建金銭債務に係る為替変動リスク、燃料油に係る価格変動リスクを回避する目的で利用

しており、その取引は内部管理規程に従い実需の範囲で行っており、投機的な取引は行わない方針でありま

す。 
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２ 金融商品の時価等に関する事項 

2021年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま

す。 

（単位：百万円） 

 連   結 

貸借対照表 

計 上 額 

時 価 差 額 

（１）現金及び預金 54,019 54,019 － 

（２）受取手形及び売掛金 61,829 61,829 － 

（３）有価証券及び投資有価証券    

①関係会社株式 9,486 7,038 △2,447 

②その他有価証券 49,643 49,643 － 

資 産 計 174,978 172,530 △2,447 

（４）支払手形及び買掛金 72,424 72,424 － 

（５）短期借入金 22,584 22,584 － 

（６）社債（１年以内償還予定を含む） 240,100 243,721 3,621 

（７）長期借入金（１年以内返済予定を含む） 187,691 190,405 2,713 

負 債 計 522,800 529,136 6,335 

（８）デリバティブ取引（※） 277 277 － 

（※）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目に

ついては（ ）で表示しております。 

（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項 

（１）現金及び預金、並びに（２）受取手形及び売掛金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。 

（３）有価証券及び投資有価証券 

これらの時価について、主に市場価格によっております。譲渡性預金については、短期間で決済されるため、

時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。 

（４）支払手形及び買掛金、並びに（５）短期借入金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。 

（６）社債（１年以内償還予定を含む） 

社債の時価について、主に市場価格を基に算定する方法によっております。 

（７）長期借入金（１年以内返済予定を含む） 

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて

算定する方法によっております。一部の外貨建の長期借入金は通貨スワップの振当処理の対象とされ、また、一

部の変動金利による長期借入金は金利スワップの特例処理の対象とされております。当該長期借入金については、

当該通貨スワップ及び金利スワップと一体として処理された元利金の合計額を、同様の借入を行った場合に適用

される合理的に見積られる利率で割り引いて算定する方法によっております。 

（８）デリバティブ取引 

デリバティブ取引の時価について、取引先金融機関から提示された価格によっております。 

ただし、通貨スワップの振当処理及び金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借

入金と一体として処理されているため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。 

（注２）非上場株式等（連結貸借対照表計上額42,513百万円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見

積ることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「（３）有価証券及び投資有価

証券」には含めておりません。 
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（賃貸等不動産に関する注記） 

１ 賃貸等不動産の状況に関する事項 

当社及び一部の連結子会社では、愛知県その他の地域において、賃貸用のテナントビル、駐車場、その他賃貸施

設等（土地を含む）を有しております。 

２ 賃貸等不動産の時価に関する事項 

（単位：百万円） 

連結貸借対照表計上額 時価 

135,469 176,955 

 

（注１）連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額であります。 

（注２）当連結会計年度末の時価は、主要な物件については不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づく金額、その

他の物件については、「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額であります。また、重要性が乏

しい物件については、固定資産税評価額に合理的な調整を行う方法等により算出した金額であります。 

 

（１株当たり情報に関する注記） 

１ １株当たり純資産額 1,891円76銭   

２ １株当たり当期純損失 146円29銭   

 

 連結貸借対照表、連結損益計算書及び連結株主資本等変動計算書の金額は、百万円未満を切捨てて表示しております。 
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その他利益
剰 余 金

繰 越 利 益
剰 余 金

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

101,158 33,646 - 33,646 2,807 62,271 65,079 △ 42 199,842

剰 余 金 の 配 当 △ 4,917 △ 4,917 △ 4,917

当 期 純 損 失 △ 13,130 △ 13,130 △ 13,130

自 己 株 式 の 取 得 △ 42 △ 42

自 己 株 式 の 処 分 △ 0 △ 0 0 0

土 地 再 評 価 差 額 金 の 取 崩 946 946 946

その他資本剰余金の負の残高の振替 0 0 △ 0 △ 0 -

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） -

- - △ 17,101 △ 17,101 △ 41 △ 17,143

101,158 33,646 - 33,646 2,807 45,169 47,977 △ 83 182,699

百万円 百万円 百万円 百万円

11,648 83,009 94,658 294,500

剰 余 金 の 配 当 △ 4,917

当 期 純 損 失 △ 13,130

自 己 株 式 の 取 得 △ 42

自 己 株 式 の 処 分 0

土 地 再 評 価 差 額 金 の 取 崩 946

その他資本剰余金の負の残高の振替 -

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 1,791 △ 946 844 844

1,791 △ 946 844 △ 16,298

13,440 82,063 95,503 278,202

株主資本等変動計算書

２０２０年４月１日から２０２１年３月３１日まで

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金

資本準備金
その他資本
剰 余 金

資本剰余金
合 計

利益準備金
利益剰余金
合 計

利 益 剰 余 金

自 己 株 式
株 主 資 本
合 計

当 期 首 残 高

当 期 変 動 額

当 期 変 動 額 合 計

当 期 末 残 高

そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

土地再評価
差 額 金

評価・換算
差額等合計

当 期 首 残 高

評 価 ・ 換 算 差 額 等

純 資 産
合 計

当 期 末 残 高

当 期 変 動 額

当 期 変 動 額 合 計
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個 別 注 記 表 

 

（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

（１）たな卸資産 

貯 蔵 品   総平均法による原価法 

（収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定） 

（２）有価証券 

満期保有目的の債券   償却原価法 

子会社株式及び関連会社株式   移動平均法による原価法 

そ の 他 有 価 証 券 

時価のあるもの 期末決算日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、 

売却原価は移動平均法により算定） 

時価のないもの 移動平均法による原価法 

 

２ 固定資産の減価償却の方法 

（１） 有形固定資産（リース資産を除く） 

鉄軌道事業の車両については定率法、その他については定額法によっております。ただし、鉄軌

道事業の構築物のうち取替資産については取替法によっております。 

（２） 無形固定資産 

定額法によっております。なお、自社利用のソフトウェアについては社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法によっております。 

（３） リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を耐用年数と

し、残存価額を零とする定額法によっております。 

 

３ 工事負担金等の会計処理 

鉄軌道事業における高架化工事やバリアフリー化工事等を行うにあたり、地方公共団体等より工事費

の一部として工事負担金等を受けており、これらの工事負担金等は、工事完成時に当該工事負担金等相

当額を取得した固定資産の取得原価から直接減額して計上しております。 

なお、損益計算書においては、工事負担金等受入額を特別利益に計上するとともに、固定資産の取得

原価から直接減額した額を工事負担金等圧縮額として特別損失に計上しております。 

 

４ 繰延資産の処理方法 

社債発行費は支出時に全額費用として処理しております。 
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５ 引当金の計上基準 

（１）貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

（２）賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額基準により計上しております。 

（３）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基

づき計上しております。 

① 退職給付見込額の期間帰属方法 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる

方法については、給付算定式基準によっております。 

② 数理計算上の差異の費用処理方法 

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（10 年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用

処理しております。 

（４）整理損失引当金 

今後発生する整理損失に備えるため、損失負担見込相当額を計上しております。 

（５）債務保証損失引当金 

債務保証等による損失に備えるため、被保証先の財政状態等を勘案し、損失負担見込相当額を計

上しております。 

（６）関係会社投資損失引当金 

関係会社への投資等に係る損失に備えるため、当該会社の財政状態等を勘案し、当社が負担する

こととなる損失見込額を計上しております。 

 

６ その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

（１）ヘッジ会計の方法 

振当処理の要件を満たす通貨スワップについては振当処理を採用しており、特例処理の要件を満

たす金利スワップについては特例処理を、それぞれ採用しております。 

（２）消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

（３）リース取引の会計処理 

リース取引開始日が 2008 年３月 31 日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

（４）退職給付に係る会計処理 

退職給付に係る未認識数理計算上の差異の会計処理の方法は、連結計算書類における会計処理の

方法と異なっております。  
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（会計上の見積りの開示に関する注記） 

会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、翌事業年度に係る

計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。 

（１）当事業年度の計算書類に計上した金額 

繰延税金資産小計                             31,237 百万円 

評価性引当額                             △17,248 百万円 

繰延税金負債との相殺                         △ 8,365 百万円 

繰延税金資産合計                             5,623 百万円 

（２）会計上の見積りの内容について計算書類利用者の理解に資するその他の情報 

繰延税金資産の認識は、将来の事業計画に基づく課税所得の発生時期及び金額によって見積っており

ます。当該見積りは、将来の不確実な経済条件の変動などによって影響を受ける可能性があり、実際に

発生した課税所得の時期及び金額が見積りと異なった場合、翌事業年度の計算書類において、繰延税金

資産の金額に重要な影響を与える可能性があります。 

 

（貸借対照表に関する注記） 

１ 担保に供している資産及び担保付債務 

担保資産 

その他の投資等 10百万円 

２ 有形固定資産の減価償却累計額 468,028百万円 

３ 事業用固定資産  

有形固定資産  505,798百万円 

土地 242,262百万円 

建物 72,124百万円 

構造物  166,234百万円 

車両 17,009百万円 

その他 8,168百万円 

無形固定資産 2,835百万円 

４ 保証債務 

他の会社の金融機関等からの借入債務などに対し、保証を行っております。  

（株）名鉄インプレス   1,731百万円 

（株）名鉄犬山ホテルほか10社 4,987百万円 

計 6,718百万円 

（注）上記のほか、当社の完全子会社であり、ＩＣカード乗車券発行事業及び電子マネーサービス事業

を営む(株)エムアイシーとの間に、同社が負担する債務について、包括的に保証する契約を締結

しております。 
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５ 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

短期金銭債権  101,171百万円 

長期金銭債権 550百万円 

短期金銭債務 14,844百万円 

長期金銭債務  2,944百万円 

６ 鉄軌道事業固定資産の取得原価から直接減額された工事負担金等の累計額  174,581百万円 

７ 土地の再評価 

「土地の再評価に関する法律」（1998 年３月 31 日公布法律第 34 号）及び「土地の再評価に関する法

律の一部を改正する法律」（2001 年３月 31 日公布法律第 19 号）に基づき事業用土地の再評価を行い、

評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部

に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。 

（１）再評価の方法 

土地の再評価に関する法律施行令（1998 年３月 31 日公布政令第 119 号）第２条第３号に定める

固定資産税評価額に合理的な調整を行う算出方法を原則とし、一部の土地については同条第４号に

定める算出方法によっております。 

（２）再評価を行った年月日 2002 年３月 31 日 

 

（損益計算書に関する注記） 

１ 営業収益  78,316百万円 

２ 営業費 81,920百万円 

運送営業費及び売上原価 54,882百万円 

販売費及び一般管理費 4,442百万円 

諸税 5,616百万円 

減価償却費 16,979百万円 

３ 関係会社との取引高  

営業取引による取引高  

営業収益 8,933百万円 

営業費 10,518百万円 

営業取引以外の取引による取引高 22,072百万円 
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（株主資本等変動計算書に関する注記） 

当事業年度末における自己株式の種類及び株式数  

 普通株式  27,462 株  

 

（税効果会計に関する注記） 

繰延税金資産の発生の主な原因は、繰越欠損金、減損損失、退職給付関係の否認等であり、繰延税金負

債の発生の主な原因は、その他有価証券評価差額金等であります。 

 

（リースにより使用する固定資産に関する注記） 

貸借対照表に計上した固定資産のほか、鉄軌道事業固定資産の一部については、所有権移転外ファイナ

ンス・リース契約により使用しております。 

 

（関連当事者との取引に関する注記） 

子会社及び関連会社等 

属性 会社等の名称
関連当事者
との関係

取引の内容 取引金額 科目 期末残高

所有 資金の貸付 百万円 百万円

直接 100.0% 役員の兼任 20,390 99,705
短期貸付金子会社 ㈱名鉄マネジメントサービス 資金の貸付（注１）

議決権等の所有
（被所有）割合

 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注１）資金の貸付については、ＣＭＳ（キャッシュ・マネジメント・システム）による取引であり、 

金利は市場金利を勘案して合理的に決定しております。また、取引金額においては純額で表示 

しております。 

（注２）取引金額及び期末残高には、消費税等は含まれておりません。 

 

（１株当たり情報に関する注記） 

１ １株当たり純資産額 1,414円54銭   

２ １株当たり当期純損失 66円76銭   

 

 貸借対照表、損益計算書及び株主資本等変動計算書の金額は、百万円未満を切捨てて表示しております。 
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